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第１ 山岳遭難の発生状況

１ 概況

［平成３０年中の岐阜県内における山岳遭難の発生状況］

発生件数６１件（前年比－１７件）、遭難者数６５人（前年比－２２人）

区 分

年 別

発生件数

件

遭難者数（人）

死亡 行方不明
負 傷

無事救助
重傷 軽傷

平成３０年 ６１ ６５ １２ ２ １３ １３ ２５

平成２９年 ７８ ８７ ７ ０ ２９ １４ ３７

増 減 －１７ －２２ ＋５ ＋２ －１６ －１ －１２

［遭難者の内訳］

○ 死 亡 １２人（前年比＋５人）

○ 行方不明 ２人（前年比＋２人）

○ 負 傷 ２６人（前年比－１７人）

○ 無事救助 ２５人（前年比－１２人）

［主な特徴］

○ 前年と比較し、発生件数・遭難者数ともに減少

○ 月別では、７月の発生が最多（１２件）

○ 全体の約５６％ ３４件 が北アルプスでの事故

○ 態様別では、滑落・転落及び発病・疲労が各々全体の約２５％（各１６人）

○ 遭難者の約５５％（３６人）が６０歳以上

○ 遭難者の約６９％（４５人）が県外居住者

○ 全体の約５７％（３５件）が単独登山者の事故

槍ヶ岳周辺 奥穂高岳周辺
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２ 過去１０年間の発生状況

年間の発生件数・遭難者数は、平成２６年をピークに４年連続で減少した。遭難者

数は過去１０年間で最も低い数値となった。

過去１０年間の発生状況

Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

発生件数

（単独者遭難）

５６ ６７ ８５

）

６５

）

９３

）

１０６

）

９３

）

９２

）

７８ ６１

遭難者数

（人）
７０ ８４ １０１ ７９ １１４ １３２ １１７ １１５ ８７ ６５

死亡 １０ ８ ９ １２ １５ ２３ １３ ９ ７ １２

行方不明 ４ ３ ０ ０ １ １ ３ １ ０ ２

負 傷 ２４ ３７ ４１ ４１ ４８ ６０ ４１ ５２ ４３ ２６

無事救助 ３２ ３６ ５１ ２６ ５０ ４８ ６０ ５３ ３７ ２５

登攀壁を活用した救助訓練 冬山救助訓練

Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

死亡 行方不明 負傷 無事救助 発生件数 単独者遭難発生件数
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３ 月別発生状況

○ ７月の発生が１２件（前年比＋３件）１３人（前年比－１人）で最も多く発生し

ている。

○ 登山者が増加する７月～９月に２９件（前年比－８件）発生し、このうち２６件

（約９０％）が北アルプスで発生している。

月別発生状況

区 分

月 別

発生件数 遭難者数（人）

死 亡 行方不明
負 者

無事救助
（件） 重傷 軽傷

１ 月 １ １ ０ ０ １ ０ ０

２ 月 ２ ２ ０ ０ １ ０ １

３ 月 ４ ５ １ ０ ０ １ ３

４ 月 ４ ４ １ ０ ０ ３ ０

５ 月 ５ ５ ０ １ ０ ３ １

６ 月 ５ ５ ０ １ ０ ０ ４

７ 月 １２ １３ １ ０ ３ １ ８

８ 月 ９ ９ ４ ０ ２ １ ２

９ 月 ８ ８ １ ０ ３ ３ １

１０月 ８ ９ １ ０ ２ １ ５

１１月 ２ ３ ２ ０ １ ０ ０

１２月 １ １ １ ０ ０ ０ ０

合 計 ６１ ６５ １２ ２ １３ １３ ２５

［月別発生状況 前年比 ］

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

件

平成３０年 平成２９年
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４ 主要山系別発生状況

県内の主要な５つの山系には、山岳遭難防止と遭難者の捜索・救助を目的に、山岳

救助隊を擁する民間団体の山岳遭難（防止）対策協議会が組織され、活動している。

なお、主要山系別の山岳遭難の発生については、北アルプスが最も多く、全体の約

５６％を占める３４件（前年比－６件）であった。

主要山系以外のその他の山域では、発生件数は２４件（前年比－７件）、遭難者数

は２７人（前年比－７人）であった。

［山岳遭難（防止）対策協議会］

名 称 救 助 隊 名 担 当 山 系

岐阜県北アルプス山岳遭難対策協議会 北 飛 山 岳 救 助 隊 北 ア ル プ ス

白 山 山 岳 遭 難 対 策 協 議 会 白 山 山 岳 救 助 隊 白 山

御 嶽 山 山 岳 遭 難 防 止 対 策 協 議 会 御 嶽 山 山 岳 救 助 隊 御 嶽 山

能 郷 白 山 遭 難 防 止 対 策 協 議 会 能 郷 白 山 山 岳 救 助 隊 能 郷 白 山

恵 那 山 山 岳 遭 難 対 策 協 議 会 恵 那 山 山 岳 救 助 隊 恵 那 山

主要山系別発生状況

区 別

山系別

発

生

件

数

件

遭難者数（人）

死

亡

行

方

不

明

負

傷

無

事

救

助

北アルプス

白 山

御 嶽 山

能 郷 白 山

恵 那 山

そ の 他

合 計

北アルプス遭対協
（高山市）

白山遭対協
白川村

御嶽山遭対協
下呂市

恵那山遭対協
中津川市

能郷白山遭対協
本巣市

県遭対協事務局
岐阜市
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５ 目的別発生状況

登山目的での遭難者が５４人、約８３％（前年７８人、約９０％）を占めている。

［目的別発生状況］

区 分

目 的 別

発生件数

（件）

遭難者数（人）

死 亡 行方不明
負 傷

無事救助
重傷 軽傷

登

山

目

的

登 山 ４７ ５０ ７ ２ １１ １１ １９

ハイキング ２ ２ ０ ０ ０ ０ ２

岩 登 り ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

スキー登山 ２ ２ １ ０ １ ０ ０

小 計 ５１ ５４ ８ ２ １２ １１ ２１

渓流釣り ２ ２ １ ０ ０ ０ １

山菜・茸取り ４ ５ ２ ０ １ ０ ２

そ の 他 ４ ４ １ ０ ０ ２ １

合 計 ６１ ６５ １２ ２ １３ １３ ２５

６ 態様別発生状況

○ 滑落・転落が１６人（前年比－１１人）、発病・疲労が１６人（前年比±０人）

と最も多く、それぞれが全体の約２５％を占めている。

次いで、転倒が１４人（前年比－２人）、道迷いが１０人（前年比－１１人）で

あった。

○ 北アルプスでは発病・疲労によるものが１２人で最も多く、その他の山域では道

迷いによるものが１０人で最も多かった。

態様別発生状況

区 分

態 様 別

遭難者数（人）

死 亡 行方不明

負 傷

無事救助
重傷 軽傷

滑 落 ・ 転 落 １６ ７ ０ ４ ５ ０

発 病 ・ 疲 労 １６ ０ ０ ０ ２ １４

転 倒 １４ １ ０ ７ ６ ０

道 迷 い １０ １ ０ ０ ０ ９

そ の 他 ９ ３ ２ ２ ０ ２

合 計 ６５ １２ ２ １３ １３ ２５
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７ 年齢別遭難者数

６０歳以上の者が３６人、約５５％（前年５２人、約６０％）を占めている。

年齢別遭難者数

区 分

年 齢

遭難者数（人）

死 亡 行方不明
負 傷

無事救助
重傷 軽傷

１４歳以下 ０ ０ ０ ０ ０ ０

１５～１９歳 １ ０ ０ ０ ０ １

２０～２９歳 ４ ０ ０ ０ ２ ２

３０～３９歳 ０ ０ ０ ０ ０ ０

４０～４９歳 ９ ０ １ １ ３ ４

５０～５９歳 １５ ２ ０ ４ ３ ６

６０～６９歳 １５ ５ ０ ４ ２ ４

７０～７９歳 １７ ３ １ ４ ３ ６

８０歳以上 ４ ２ ０ ０ ０ ２

合 計 ６５ １２ ２ １３ １３ ２５

８ 過去１０年間の男女別遭難者数

男女別の割合は概ね７対３で推移しており大きな変化はない。

過去１０年間の男女別遭難者数

Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

男 性 ５２ ６９ ７１ ６７ ８３ ９９ ８６ ８７ ６１ ５０

女 性 １８ １５ ３０ １２ ３１ ３３ ３１ ２８ ２６ １５

合 計 ７０ ８４ １０１ ７９ １１４ １３２ １１７ １１５ ８７ ６５

ヘリコプターによる救助訓練 ヘリコプターによる救助活動
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９ 都道府県別遭難者数

県外居住者が４５人、約６９％（前年６７人、７７％）を占めた。

このうち、東京居住者が１１人（前年比＋６人）と最も多く、次いで愛知県居

住者が９人（前年比－６人）、埼玉県居住者が５人（前年比＋２人）であった。

なお、外国籍の遭難者は４人（前年比－１人）であった。

［都道府県別遭難者数］

区 分

県 別

遭難者数（人）

死 亡 行方不明

負 傷

無事救助
重傷 軽傷

岩 手 県 １ １ ０ ０ ０ ０

福 島 県 １ １ ０ ０ ０ ０

東 京 都 １１ ０ １ ３ ３ ４

埼 玉 県 ５ １ ０ ０ １ ３

千 葉 県 ２ ０ ０ ０ ２ ０

神 奈 川 県 １ ０ １ ０ ０ ０

長 野 県 １ ０ ０ １ ０ ０

静 岡 県 １ ０ ０ ０ ０ １

石 川 県 ３ １ ０ ２ ０ ０

岐 阜 県 ２０ ５ ０ ４ ３ ８

愛 知 県 ９ １ ０ １ ２ ５

大 阪 府 ２ ０ ０ １ １ ０

兵 庫 県 ２ １ ０ ０ ０ １

長 崎 県 １ ０ ０ ０ ０ １

鹿 児 島 県 １ １ ０ ０ ０ ０

外 国 人 ４ ０ ０ １ １ ２

合 計 ６５ １２ ２ １３ １３ ２５

− 7 −



遭難者の山岳会等加入状況

遭難者６５人のうち山岳会等に加入している者は１人のみで、その他の者は未加入

であった。

遭難者の山岳会等加入状況

区 分

加入組織別

遭難者数（人）

死 亡 行方不明

負 傷

無事救助
重傷 軽傷

社会人山岳会等 ０ ０ ０ ０ ０ ０

大学山岳部等 １ ０ ０ ０ ０ １

未 加 入 ６４ １２ ２ １３ １３ ２４

合 計 ６５ １２ ２ １３ １３ ２５

遭難者の登山届提出状況

遭難発生件数のうち２８件、約４６％（前年４３件、約５５％）が登山届を提出し

ていた。北アルプスに限ると、２５件、約７４％（前年３６件、９０％）が登山届を

提出していた。

登山届提出状況

区分

提出別

発生件数（件） 遭難者数（人）

北アルプス その他 死亡
行方

不明

負 傷 無事

救助重傷 軽傷

提 出 ２８ ２５ ３ ２９ ４ ２ ６ ６ １１

未提出 ３３ ９ ２４ ３６ ８ ０ ７ ７ １４

合 計 ６１ ３４ ２７ ６５ １２ ２ １３ １３ ２５

※ 北アルプスにおける遭難者の登山届提出状況（過去５年間）

平成３０年中 提出２５件（提出率 約７４％） 未提出９件 合計３４件

平成２９年中 提出３６件（提出率 ９０％） 未提出４件 合計４０件

平成２８年中 提出４３件（提出率 約８４％） 未提出８件 合計５１件

平成２７年中 提出３１件（提出率 約７４％） 未提出１１件 合計４２件

平成２６年中 提出３６件（提出率 約７１％） 未提出１５件 合計５１件
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第２ 山岳警備活動状況

岐阜県警察山岳警備隊と民間の山岳救助隊は、連携して山岳パトロール、新穂高登

山指導センターにおける常駐警備、山荘における常駐警備等の山岳警備活動を実施し

た。

１ 山岳パトロールの実施状況

４月～１１月、山岳パトロールにより登山者に対する安全指導や登山道の整備等を

実施した。

山岳パトロール実施状況

区 分

山系・時期別

日 数
実施人数（延べ）

山岳警備隊 山岳救助隊

北アルプス

春山シーズン ３ ３ ９

夏山シーズン １５ ３０ ２８

秋山シーズン ６ ０ ８

恵 那 山

春山シーズン ３ ３ ６

夏山シーズン ７ ０ １４

秋山シーズン ２ ０ ５

御 嶽 山
夏山シーズン ４ ０ １０

秋山シーズン ６ ６ １６

合 計 ４６ ４２ ９６

（注）ヘリパトロールは除く。

２ 新穂高登山指導センターにおける常駐警備の実施状況

登山者が増加するシーズンには、北アルプスの岐阜県側登山口（高山市奥飛騨温泉

郷神坂）に所在する「新穂高登山指導センター」に岐阜県警察山岳警備隊員と北飛山

岳救助隊員が常駐し、登山者に対する安全指導や山岳情報の提供、登山届や登山に関

する相談の受理を行った。

また、山岳遭難発生の際には、迅速な捜索・救助活動を展開した。

新穂高登山指導センターの開設状況

区 分

時 期 別

日 数
常駐人数（延べ）

山岳警備隊 山岳救助隊

春山シーズン １１ １１ ８

夏山シーズン ３９ ３９ ３６

秋山シーズン １７ １７ １０

冬山シーズン ８ ８ ６

合 計 ７５ ７５ ６０
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３ 山荘における常駐警備の実施状況

北アルプス（穂高連峰）での登山者の安全確保と迅速な救助活動を行うため、春・

夏・秋山シーズン中には、穂高岳山荘（標高２，９９６ｍ）を常駐拠点とし、冬山シ

ーズンには、西穂山荘（標高２，３８５ｍ）を常駐拠点とし、山岳パトロールや救助

活動等を実施した。

［山荘における常駐警備の実施状況］

区 分

時 期 別

日 数

常駐人数（延べ）

山岳警備隊 山岳救助隊

春山シーズン ６ ２４ －

夏山シーズン ３３ １１７ －

秋山シーズン １２ ４４ －

冬山シーズン ３ ９ －

合 計 ５４ １９４ －

４ 救助訓練の実施状況

山岳警備隊、山岳救助隊及び警察航空隊は、迅速かつ的確な救助活動を行うため、

年間を通じて連携した訓練を実施し、体力、技術、団結力等の向上に努めた。

［救助訓練の実施状況］

部 隊 別

区 分

警 察

山岳救助隊山 岳 警 備 隊

航空隊

飛騨方面隊 能郷白山方面隊 恵那山方面隊

訓 練 日 数 ５７ ６ ４ ５ ８

参 加 人 数 ３６６ ６１ ２３ ３９ ８９

（注）参加人数は、延べ人数を示す。
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５ ヘリコプターの出動状況

出動件数３４件（前年比－１６件）、出動回数５２回（前年比－１４回）で、山岳

遭難全体の約５６％に出動した。

［ヘリコプターの出動状況］

区 分

年 別

発生件数 出動件数 出動回数（延べ）

（件） （件） 警察ヘリ 県防災ヘリ 合 計

平成３０年 ６１ ３４ ４２ １０ ５２

平成２９年 ７８ ５０ ４９ １７ ６６

（注）各年中に対応した県内事案のみを示す。

６ 遭難者の捜索救助活動状況

警察官８００人（前年比－２３６人）、山岳救助隊員１９人（前年比－３８人）、

消防関係者３４６人（前年比－３１６人）が捜索救助活動に従事した。

［遭難者の捜索救助活動状況］

区 別

年 別

発生件数

（件）

警 察

山岳警備隊、航空隊等
山 岳 救 助 隊 消防関係

出動人数

（人）

同行者等

（人）

合計

（人）出動件数

（件）

出動人数

人

出動件数

（件）

出動人数

（人）

平成３０年 ６１ ６１ ８００ １０ １９ ３４６ ８１ １２４６

平成２９年 ７８ ７４ １０３６ １７ ５７ ６６２ ６３ １８１８

（注）出動人数は、延べ人数を示す。

岐阜県警と福井県警合同による救助訓練
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第３ 山岳遭難防止活動

山岳遭難を防止するため、岐阜県が北アルプス等における登山届提出義務化の条例を施行す

るなかで、各地区の遭難対策協議会、山岳救助隊、山岳会等との連携をより強化し、登山口等

における登山者への安全指導及び情報提供、登山道の調査、道標・危険箇所の点検・整備等を

実施した。

１ 安全指導活動

愛知、大阪、東京での広報啓発活動の実施

岐阜県内での遭難者は、首都圏、近畿圏、中京圏の都市部に居住する者が多いことから、

本格的な夏山シーズン前に、愛知、大阪、東京の３箇所で広報啓発活動を実施した。

６月２３日・２４日には、名古屋市内で開催された「第６回夏山フェスタ」の会場内にブ

ースを設け、県及び警察合同による広報啓発活動を実施した。

６月３０日には、東京都内の施設において、北アルプスを囲む三県（長野、富山、岐阜）

の県及び警察合同による広報啓発活動（山岳雑誌社後援）を実施し、各県警山岳警備隊員等

による登山指導を、トークセッション形式で実施した。

７月７日には、大阪市内のアウトドアショッピングセンターにおいて、白山を跨ぐ二県（石

川、岐阜）の県及び警察合同による広報啓発活動を実施した。

北アルプス三県（長野、富山、岐阜）合同山岳遭難防止対策連絡会議の開催

北アルプスにおける山岳遭難防止を図るため、北アルプスを囲む三県（長野、富山、岐阜）

の県・警察及び関係機関による「北アルプス三県（長野、富山、岐阜）合同山岳遭難防止対

策連絡会議」を開催した。 （開催日：５月３１日、１１月２８日）

白山二県（石川、岐阜）合同山岳遭難防止対策連絡会議の開催

白山における山岳遭難防止を図るため、白山を跨ぐ二県（石川、岐阜）の県・警察及び関

係機関による「白山二県（石川、岐阜）合同山岳遭難防止対策連絡会議」を開催した。

（開催日：５月２８日、１１月２１日）

東京都内における広報啓発活動 大阪市内における広報啓発活動
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登 下 山届ポストの設置

入山直前でも登山届が提出できるように、北アルプス、白山、恵那山、御嶽山、能郷白山

等の各登山口（２７箇所）に、登 下 山届ポストを設置している。

北アルプスガイドブック・登山マップの作成

安全登山に関する注意点と山岳情報を掲載した「岐阜県北アルプス登山ガイドブック」、遭

難発生場所や危険箇所を掲載した「北アルプス登山マップ」を作成し、登山者へ提供及び宿

泊施設、登山用品店等へ配布した。

山岳パトロールにおける安全指導と危険箇所の点検

北アルプス・白山・御嶽山・能郷白山・恵那山において、山岳警備隊員や地区遭対協の山

岳救助隊員が、山域における常駐活動や山岳パトロールを実施し、登山方法や危険箇所等に

ついて、登山者に直接指導するとともに、登山道における危険箇所の点検を実施した。

登 下 山届ポスト

北アルプス（岐阜県側）登山口に

おける安全指導

夜叉ヶ池登山口における安全指導

ガイドブックと登山マップ
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２ 広報啓発活動

岐阜県警ホームページでの情報提供

県警ホームページでは、春山・夏山・秋山・冬山シーズンごとに北アルプスの山岳情報を

提供している。

アドレス

岐阜県北アルプス山岳遭難対策協議会のホームページでの情報提供

岐阜県北アルプス山岳遭難対策協議会では、平成１５年８月１２日からホームページを開

設し、山岳情報を提供するとともに、インターネット等により北アルプス地区（岐阜県側）

を対象とする登山届を受理している。

（アドレス）

各種メディアでの広報

新聞、ラジオ、テレビなどの各種メディアに対し、ゴールデンウィーク、夏、冬等の各シ

ーズンごとに、北アルプスの山岳情報や登山における注意事項を情報提供している。

～ 登山計画と登山届の提出について ～
○ 登山届提出の効果

・ あらかじめ計画を立てることで無理な登山を防止し、体力・装備・技術にあった登山

が楽しめます。

・ 万が一、遭難事故にあったとき、遭難場所を特定しやすく、スムーズかつ効率的な救助

活動を行うことができます。

・遭難事故や噴火の発生時、家族や関係者と素早く連絡をとることができます。

○ 提出方法

・登山届ポストへの投函

・公益社団法人日本山岳ガイド協会へのオンラインによる届出「コンパス」

（アドレス）

・提出機関への郵送、ＦＡＸ、メール等

○ 提出機関

・岐阜県防災課～条例対象エリアのみ：北アルプス地区、活火山地区（御嶽山、焼岳、白山）

〒５００－８５７０

岐阜市薮田南２丁目１番１号

岐阜県 危機管理部 防災課

ＴＥＬ ０５８－２７２－１１２５

ＦＡＸ ０５８－２７１－４１１９

（アドレス）

・岐阜県警察本部地域課

〒５００－８５０１

岐阜市薮田南２丁目１番１号

岐阜県警察本部 地域部 地域課

ＴＥＬ ０５８－２７１－２４２４（代表）

ＦＡＸ ０５８－２７４－０６９８

（アドレス）

・地元警察署並びに交番、駐在所

− 1 4 −



～北アルプス地区・活火山地区における登山届の義務化について～

○ 「岐阜県北アルプス地区及び活火山地区における山岳遭難の防止に関する条例」により、

北アルプス地区、活火山地区（御嶽山、焼岳、白山）の登山に対して、登山届の提出が義

務付けられています。

○ 問い合わせ先

岐阜県庁４階 岐阜県 危機管理部 防災課 電話番号 ０５８－２７２－１１２５
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